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調査の実施概要 
１．調査目的と内容 

  校長及び教育委員会のコミュニティ・スクールに対する意識を探ると共に、コミュニティ・スクールにおける学校運営協

議会の活動実態を、学校支援活動や学校評価等の法定外（権限外）活動にも注目しながら明らかにすることによって、学

校運営協議会の検証に迫り、そして新たなコミュニティ・スクールの在り方を探るための資料を得ることを目的とする。 

  調査では、コミュニティ・スクールの成果と課題、学校運営協議会の権限及び権限外活動(学校支援活動及び学校関係

者評価ほか)の実態、導入・指定をめぐる状況及び今後の展望等を取り上げた。 

２．調査対象 

   (１)学校調査 

    ①コミュニティ・スクール指定校(平成２６年４月現在)  

                 1,919校(有効回収数／率 : 1,512校／78.8％) 

    ②コミュニティ・スクール未指定校(同上)         

             1,919校(指定校同数を抽出) (有効回収数／率 : １,６６２校／84.0％) 

           ※このほか、未入力分もある(学校調査126校、教委調査57カ所)。 

   (２)教育委員会調査 

     1,788カ所(悉皆) (有効回収数／率 : 1,467カ所／82.0％) 

                 有効回収数のうち、コミュニティ・スクール導入教委185カ所、未導入教委1,282カ所    

３．調査方法 

   eメール発送と郵送回収による自記式アンケート調査 

４．調査実施時期 

   2015年5月～6月 
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図Q30  コミュニティ・スクールに対する校長の満足度スコア(指定校)－４点満点－ 
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Q38  コミュニティ・スクールの設置形態の在り方 

複数校まとめた学校運営協議会を設置できるようにする 

校長一人配置の小中一貫教育校などの場合、複数まとめた学校運営協議会を設置できるようにする 

現行通りに、単位学校に設置する 

無回答 
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図Q40  コミュニティ・スクールを拡充していくために重要なこと(上位３つを回答) 
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コミュニティ･スクール標本調査 
―教育委員会調査結果（速報）（抄）― 
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Q1 CSと他教育政策の導入状況の関係 

※5未満は数値を表記せず 
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現在、実施している 検討中である 実施していない 過去に実施していた 
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評価 

※5未満は数値を表記せず 



Q4－B コミュニティ･スクールを拡充していくために
重要なこと 
（1位･2位・3位それぞれ複数回答）【指定なし自治体】 

※グラフ中の数値は回答数 
※5未満は数値を表記せず 

第1位の回答 第2位 第3位 
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学校評議員制度や類似制度から学校運営協議会への移行を支援する 

教育委員会が方針を明確にする 

学校支援の機能の役割を明確化にする 

基本方針の承認について柔軟な運用を可能にする(規定の見直しを含む) 

教職員の任用に関する意見申し出について柔軟な運用を可能にする… 

教育委員会が教職員を加配する 

学校ごとではなく複数校をまとめた学校運営協議会の設置を可能にする 

教育委員会に対する意見申し出について柔軟な運用を可能にする(規… 

拡充する必要はない 

教育委員会による研修・啓発活動を充実させる 

学校関係者評価の機能の役割を明確にする 

実践者の派遣と継続的な助言を行う 

教育委員会による指導・助言を充実させる 

教育委員会が先進事例を提示する 

その他 



Q5 CS指定の理由 

※グラフ中の数値は回答数 
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学校改善に有効と考えたから 

教職員の意識改革に有効と考えたから 

学校評価の充実に有効と考えたから 

教育課程の改善･充実に有効と考えたから 

生徒指導上の課題解決に有効だと考えたから 

(市区町村の場合)都道府県教委から促されたから 

校長･園長(学校･幼稚園)からの要望があったから 

先に学校支援地域本部等に取り組み､その実績でCSに発展できる… 

学校統廃合に伴う教育の活性化に有効だと考えたから 

震災等､災害発生時の学校対応力向上に有効だと考えたから 

住民からの要望があったから 

文部科学省から促されたから 

首長のﾏﾆﾌｪｽﾄや政策方針などに明記されていたから 

近隣の自治体で導入があったから 

議会からの要望があったから 



Q10 小・中一貫教育とCSの関連づけ 
【指定あり＆小・中一貫教育実施の自治体】 

※「その他」の具体的記述はなかった 
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その他 

※グラフ内の数値は回答数を表す 
※5未満は数値を標記せず 



Q13 CSに対して教育委員会が行っているサポート 
（「あり」と回答した自治体数） 

※グラフ中の数値は回答数 
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Q20 CS指定を行っていない理由（全体） 
（1位･2位・3位それぞれ複数回答） 

※グラフ中の数値は回答数 
※5未満は数値を表記せず 

第1位の回答 第2位 第3位 
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地域連携がうまく行われているから 

すでに保護者や地域の意見が反映されているから 

コミュニティ・スクールの成果が明確でないから 

学校支援地域本部等が設置されているから 

管理職や教職員の負担が大きくなるから 

学校運営協議会委員の人材がいなから 

学校運営は学校に任せた方がよいから 

任命権者の人事権が制約されるから 

運営費や謝金等の予算がないから 

任用に関する意見申出がなされるから 

特定の委員の発言で学校運営が混乱するから 

形骸化するようになるから 

学校教職員の理解が得られないから 

保護者や地域の協力が得られないから 

教育上の学校間格差が生じるから 

(市区町村の場合)都道府県教育委員会の理解が得られないから 



Q21 コミュニティ・スクール指定の予定の有無 
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